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1. Q-SACCS の出自と位置づけ 

Q-SACCS（Quick Structural Assessment of Community Care System for neurodevelopmental 

disorders；発達障害の地域支援システムの簡易構造評価）は、信州大学医学部子どものこ

ころの発達医学教室の本田秀夫氏を研究代表者とする令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金

（障害者政策総合研究事業）「地域特性に応じた発達障害児の多領域連携における支援体制

整備に向けた研究」において開発された、発達障害の地域支援体制を対象とする評価ツール

である。 

Q-SACCS は、高齢者ケアの評価ツールを発達障害に転用したものではない。その名称が示

すとおり、当初から発達障害（neurodevelopmental disorders）の地域支援体制を分析・点

検することを目的として設計されている。自治体の行政担当者、発達障害者支援センターの

職員、発達障害者地域支援マネージャー、特別支援教育コーディネーター、そして地域の支

援者が、担当する地域の支援体制を概観し、強みと課題を明らかにして、地域における支援

体制の分析（地域診断）を行うためのツールである。 

したがって、発達障害特性への理解、家族支援、発達障害者支援センターとの連携といった

要素は、Q-SACCS が本来的にその射程に収めている事項である。これらは後から補うべき

欠落項目ではなく、Q-SACCS の設計思想そのものに含まれている。 

2. Q-SACCS を構成するツール群 ― 本体・高齢期リーフレット・Q-PASS 

Q-SACCS は単独のツールにとどまらず、ライフステージや目的に応じて活用できるツール

群として整備が進んでいる。奈良県が活用を検討するにあたり、以下の三つを一体のものと

して捉えることが有効である。 



第一に、Q-SACCS 本体である。地域の支援体制を概観し、地域診断を行うための簡易構造

評価ツールであり、記入シート（パワーポイント形式・改変可）とマニュアル（概要・記入

法・グループワーク・実践例）が公開されている。 

第二に、高齢期の発達障害者支援に活用するためのリーフレットである。「高齢期の発達障

害者を地域で支援するための体制づくり」（令和 3 年度明治安田こころの健康財団研究助成

事業、研究代表：日詰正文）において作成され、Q-SACCS を成人期・高齢期の発達障害者

支援の体制づくりに用いるための手引きとなっている。 

第三に、Q-PASS（発達障害の支援サービス機能の簡易実用評価）である。Q-SACCS によ

る地域診断の次の段階として、地域にある支援サービスが適切に機能しているかを点検する

ために本田氏らが開発した後続ツールであり、地域に不足している支援の確認や、どのよう

なサービス・事業を展開すべきかの検討に役立つ。 

すなわち、発達障害者の成人期・高齢期を見据えた地域支援体制の整備に必要なツール群は、

すでに開発・公開されている。奈良県が独自に「改造版」を新規開発する必要はない。これ

ら既存のツール群を県内の文脈に即して活用することが、実効性と効率の両面から合理的で

ある。 

3. 提言の骨子 

本提言の骨子は、次の一点に集約される。すなわち、奈良県は、県内市町村が実施する重層

的支援体制整備事業のなかに、Q-SACCS による地域診断を組み込むよう、市町村を指導・

助言すべきである、というものである。 

重層的支援体制整備事業は、年齢や障害種別を問わない包括的な相談支援・参加支援・地域

づくりを一体的に行う市町村事業である。ただし、この事業が発達障害者の地域生活支援に

十分に機能するためには、地域の支援体制の現状を客観的に把握し、強みと課題を可視化す

る共通の評価基盤が必要である。Q-SACCS はまさにこの地域診断の基盤を提供する。 

重層的支援体制整備事業の枠組みのなかに Q-SACCS を位置づけることによって、発達障害



者支援は、高齢・障害・生活困窮・子どもといった分野の縦割りを超えて、地域全体の支援

体制のなかに構造的に組み込まれる。これが本提言の中核的な狙いである。 

4. 制度的整合性 ― 社会福祉法・発達障害者支援法と都道府県の役割 

この提言は、現行の法制度と整合的である。 

重層的支援体制整備事業は社会福祉法に基づく市町村事業であり、都道府県には直接の実施

権限はない。他方で、都道府県は社会福祉法上、市町村に対する広域調整、後方支援、人材

育成、技術的助言といった役割を担う。奈良県が Q-SACCS の活用を市町村に指導・助言す

ることは、この都道府県の役割の範囲内で行いうる。 

また、発達障害者支援法は、都道府県が発達障害者支援センターを設置・運営し、発達障害

者地域支援マネージャーを配置して市町村を後方支援する仕組みを定めている。奈良県は、

この発達障害者支援法上の枠組みを通じて、市町村の重層的支援体制整備事業における Q-

SACCS の活用を伴走支援することができる。 

換言すれば、奈良県は二つの法制度の交差点に立つ。社会福祉法上の市町村支援機能と、発

達障害者支援法上の後方支援機能とを結び合わせることで、Q-SACCS を媒介として、県が

市町村の発達障害者支援体制の整備を実効的に導くことが可能となる。地域包括支援センタ

ーとの連携も、この体制のなかで分野横断の一環として位置づけられる。 

5. 奈良県への提言 

以上を踏まえ、奈良県に対して次の措置を提言する。 

（1）重層的支援体制整備事業を実施する（または移行を準備する）市町村に対し、地域診

断の手法として Q-SACCS の活用を指導・助言すること。 

（2）発達障害者支援センターおよび発達障害者地域支援マネージャーを通じて、Q-SACCS

の記入・グループワーク・地域診断の実施を市町村に伴走支援すること。 

（3）Q-SACCS による地域診断の次段階として、Q-PASS を用いた支援サービス機能の点



検を市町村に促し、地域に不足する支援の可視化と施策化につなげること。 

（4）成人期・高齢期の発達障害者支援については、高齢期リーフレットを活用し、地域包

括支援センターを含む分野横断の連携のなかで継続的支援を確保すること。 

（5）県が主催する研修や圏域単位の会議において、Q-SACCS を共通言語として用い、市

町村間で地域診断の結果を比較・共有できる基盤を整えること。 

中山間地域が多く、地域包括支援センターの果たす役割が大きい奈良県においては、成人

期・高齢期の発達障害者と家族が支援につながらず孤立する事例への対応が、地域課題の解

決に直結する。Q-SACCS を重層的支援体制整備事業に組み込むことは、この課題への実効

的な一手となる。 

6. Q-SACCS を軸とした地域診断で確認すべき観点（奈良県として重点化す

る事項） 

Q-SACCS による地域診断を奈良県内で実施するにあたり、県として特に重点的に確認・共

有したい観点を以下に整理する。これらは Q-SACCS 本体の評価に含めて、あるいはこれを

補完して用いることを想定した、奈良県としての重点化の視点である。 

（アクセス）発達障害の一次相談の受け入れ、未診断者の相談受理、感覚過敏・コミュニケ

ーション特性への配慮、家族相談への対応、ひきこもり状態へのアウトリーチ。 

（連携）発達障害者支援センター・基幹相談支援センターとの連携、障害福祉（相談支援事

業所）・医療・生活困窮者自立支援・就労支援との連携、親の会・当事者会との連携、分野

横断の支援会議の定例化。 

（継続）主担当の明確化による支援の迷子の防止、高齢期の継続支援、親亡き後の生活設計、

二次障害の早期発見。 

（包括）金銭管理・服薬管理等の生活支援、日中活動・就労支援、住まいの確保、地域トラ

ブルへの対応、家族支援（親の高齢化・8050 問題）。 

（本人中心）本人参加の支援会議、意思決定支援、視覚化等のコミュニケーション支援。 



（地域）町内会・自治会への啓発、合理的配慮の周知、相談ルートの明確化、地域の居場所

づくり。 

7. 導入のメリット 

Q-SACCS を重層的支援体制整備事業に組み込むことで、次の効果が期待できる。8050 問題

の早期発見、親亡き後の問題への備え、地域トラブルの減少、支援の迷子の解消、行政負担

の軽減、そして地域共生社会の具体化である。とりわけ、市町村ごとにばらつきのある発達

障害者支援の水準を、共通の地域診断基盤によって可視化し、県全体として底上げできる点

に意義がある。 

8. 親の会（当事者団体）の役割 

奈良県自閉症協会をはじめとする親の会・当事者団体は、この取り組みにおいて次の役割を

担いうる。事例の提供、研修への協力、地域啓発の共同開催、地域診断・評価会議への参加、

そして地域の声の収集である。行政と当事者団体が協働することで、Q-SACCS を用いた地

域診断は、より実態に即した実効的なものとなる。 


